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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　デバイスを多相電気システム（１０４）の少なくとも第１相及び第２相に接続するステ
ップと、
　メータ（１０６）を使用して、電気消費情報を獲得するために、前記デバイスが接続さ
れている前記多相電気システム（１０４）の少なくとも前記第１相及び前記第２相を測定
するステップと、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第１相について
の第１相識別子と、前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前
記第２相についての第２相識別子とを、前記メータ（１０６）に関連したメモリ（４０６
）の中に保存するステップと、
　前記メータ（１０６）に動作可能に接続されたネットワーク（１１０）を介して、少な
くとも前記第１相識別子及び前記第２相識別子をコンピューティングデバイス（１０８）
へ送信するステップとを備え、
　前記デバイスを前記多相電気システム（１０４）の少なくとも前記第１相に接続するス
テップは、１または複数のスイッチを使用して、電気負荷（１０２）を前記多相電気シス
テム（１０４）の前記第１相に接続することと、
　現在、前記多相電気システム（１０４）の前記第２相に接続されている前記デバイスに
対するメータ（１０２）を使用して、前記デバイスを前記多相電気システム（１０４）の
前記第１相から前記第２相へ自動的に切り替えることと、
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　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第２相について
の前記第２相識別子を前記メータ（１０６）に関連したメモリ（４０６）の中に保存する
ことは、前記デバイスが前記多相電気システム（１０４）の前記第１相から前記第２相に
切り替えた時に、自動的に前記第２相識別子を保存することを含み、
　それぞれの相変化イベントは、前記メータ又は前記コンピューティングデバイス（１０
８）あるいはその両方により保持されるイベントログの中に記録される、メータのための
相識別方法。
【請求項２】
　前記電気負荷（１０２）が単相電気負荷である請求項１記載の方法。
【請求項３】
　前記デバイスを前記多相電気システム（１０４）の前記第１相に接続するステップは、
負荷制御リレー（１１２）を前記多相電気システムの前記第１相に接続することを備え、
前記多相電気システム（１０４）が多相電気負荷に電気サービスを与える請求項１または
２記載の方法。
【請求項４】
　前記デバイスが前記多相電気システム（１０４）の少なくとも前記第２相に接続される
ように、前記デバイスを切り替えるステップと、
　前記メータ（１０６）を使用して、電気消費情報について、前記デバイスが接続されて
いる前記多相電気システム（１０４）の少なくとも前記第２相を測定するステップと、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第２相について
の第２相識別子を、前記メータ（１０６）に関連した前記メモリ（４０６）の中に保存す
るステップと、
　前記メータ（１０６）に動作可能に接続された前記ネットワーク（１１０）を介して、
少なくとも前記第２相識別子を送信するステップとをさらに備える請求項１乃至３の何れ
か１項に記載の方法。
【請求項５】
　メータ（１０６）であって、
　デバイスを多相電気システム（１０４）の少なくとも第１相及び第２相に接続するため
に使用される１つまたは複数のスイッチ（２０４）と、
　電気消費情報について、前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４
）の少なくとも前記第１相を測定するために使用される測定コンポーネント（２０６、２
０８、２１０）と、
　メモリ（４０６）と、
　少なくとも１つのネットワークインターフェース（４０８）と、
　プロセッサ（４０４）とからなり、前記プロセッサ（４０４）は前記１つまたは複数の
スイッチ（２０４）、前記測定コンポーネント（２０６、２０８、２１０）、前記メモリ
（４０６）および前記少なくとも１つのネットワークインターフェース（４０８）に動作
可能に接続され、前記プロセッサ（４０４）は、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第１相について
の第１相識別子と、前記多相電気システム（１０４）の前記第２相についての第２相識別
子を前記メモリ（４０６）の中に保存し、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第１相について
の前記第１相識別子を前記メモリ（４０６）から検索して、前記ネットワークインターフ
ェース（４０８）を使用して、前記メータ（１０６）に動作可能に接続されたネットワー
ク（１１０）を介して、少なくとも前記第１相識別子を送信し、
　前記デバイスを切り替えるのに使用される前記１つまたは複数のスイッチ（２０４）は
、前記多相電気システム（１０４）の少なくとも前記第２相に接続され、これにより、前
記測定コンポーネント（２０６、２０８、２１０）が、前記メータ（１０６）を使用して
、電気消費情報について、前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４
）の少なくとも前記第２相を測定し、
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　前記プロセッサ（４０４）は、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第２相について
の第２相識別子を、前記メータ（１０６）に関連した前記メモリ（４０６）の中に保存し
、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第２相について
の前記第２相識別子を前記メモリ（４０６）から検索し、前記ネットワークインターフェ
ース（４０８）を使用して、前記メータ（１０６）に動作可能に接続されたコミュニケー
ションネットワーク（１１０）を介して、少なくとも前記第２相識別子を送信するように
さらに構成され、
　前記１つまたは複数のスイッチ（２０４）は、前記プロセッサ（４０４）によって制御
される自動スイッチであり、前記デバイスが前記多相電気システム（１０４）の少なくと
も前記第２相に接続されるように前記デバイスを切り替えることは、前記１つまたは複数
のスイッチ（２０４）を使用して、前記デバイスを前記多相電気システム（１０４）の前
記第１相から前記第２相へ自動的に切り替えることを備え、
　前記１つまたは複数のスイッチ（２０４）は、前記デバイスが接続されている前記多相
電気システム（１０４）の前記第２相についての前記第２相識別子を、前記メータ（１０
６）に関連した前記メモリ（４０６）の中に保存することが、前記デバイスが前記多相電
気システム（１０４）の前記第１相から前記第２相へ切り替えられる場合に、前記第２相
識別子を前記メモリ（４０６）の中に自動的に保存することを備えるように、前記プロセ
ッサ（４０４）に動作可能に接続され、
　それぞれの相変化イベントは、前記メータ又はコンピューティングデバイス（１０８）
あるいはその両方により保持されるイベントログの中に記録される、メータ（１０６）。
【請求項６】
　コンピューティングデバイス（１０８）と、
前記コンピューティングデバイス（１０８）が動作可能に接続されるネットワーク（１１
０）と、
　メータ（１０６）とからなるシステムであって、前記メータは、
デバイスを多相電気システム（１０４）の少なくとも第１相及び第２相に接続するために
使用される１つまたは複数のスイッチ（２０４）と、
　電気消費情報について、前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４
）の少なくとも前記第１相及び前記第２相を測定するため使用される測定コンポーネント
（２０６、２０８、２１０）と、
　メモリ（４０６）と、
　前記メータ（１０６）を前記ネットワーク（１１０）に動作可能に接続する少なくとも
１つのネットワークインターフェース（４０８）と、
　前記１つまたは複数のスイッチ（２０４）、前記測定コンポーネント（２０６、２０８
、２１０）、前記メモリ（４０６）、および少なくとも１つのネットワークインターフェ
ース（４０８）に動作可能に接続されたプロセッサ（４０４）とからなり、
　前記プロセッサ（４０４）は、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第１相について
の第１相識別子と、前記多相電気システム（１０４）の前記第２相についての第２相識別
子とを前記メモリ（４０６）の中に保存し、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システムの前記第１相についての前記第１
相識別子を前記メモリ（４０６）から検索して、前記ネットワークインターフェース（４
０８）を使用して、前記メータ（１０６）に動作可能に接続された前記ネットワーク（１
１０）を介して、少なくとも前記第１相識別子を前記コンピューティングデバイス（１０
８）に送信し、
　それぞれの相変化イベントを、前記メータ又は前記コンピューティングデバイス（１０
８）あるいはその両方により保持されるイベントログの中に記録するように構成されるシ
ステム。
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【請求項７】
　前記デバイスは電気負荷（１０２）を備え、前記１つまたは複数のスイッチ（２０４）
は前記電気負荷（１０２）を前記多相電気システム（１０４）の少なくとも前記第１相及
び前記第２相に接続するために使用され、前記電気負荷（１０２）は単相電気負荷である
か、あるいは、前記デバイスは負荷制御リレー（１１２）であり、前記１つまたは複数の
スイッチ（２０４）は前記負荷制御リレー（１１２）を前記多相電気システム（１０４）
の前記第１相及び前記第２相に接続するために使用され、前記多相電気システム（１０４
）は多相電気負荷に電気サービスを与える請求項６記載のシステム。
【請求項８】
　前記１つまたは複数のスイッチ（２０４）は、前記デバイスが前記多相電気システム（
１０４）の少なくとも前記第２相に接続され、前記測定コンポーネント（２０６、２０８
、２１０）が、前記メータ（１０６）を使用して、電気消費情報について、前記デバイス
が接続されている前記多相電気システム（１０４）の少なくとも前記第２相を測定するよ
うに前記デバイスを切り替えるために使用され、前記プロセッサ（４０４）は、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第２相について
の第２相識別子を、前記メータ（１０６）に関連した前記メモリ（４０６）の中に保存し
、
　前記デバイスが接続されている前記多相電気システム（１０４）の前記第２相について
の前記第２相識別子を前記メモリ（４０６）から検索して、前記ネットワークインターフ
ェース（４０８）を使用して、前記メータ（１０６）に動作可能に接続された前記ネット
ワーク（１１０）を介して、少なくとも前記第２相識別子を前記コンピューティングデバ
イス（１０８）に送信するようにさらに構成され、
　前記１つまたは複数のスイッチ（２０４）は、前記プロセッサ（４０４）によって制御
される自動スイッチであり、前記デバイスが前記多相電気システム（１０４）の少なくと
も前記第２相に接続されるように前記デバイスを切り替えることが、前記１つまたは複数
のスイッチ（２０４）を使用して、前記デバイスを前記多相電気システム（１０４）の前
記第１相から前記第２相へ自動的に切り替えることを備え、
　前記１つまたは複数のスイッチ（２０４）は、前記デバイスが接続されている前記多相
電気システム（１０４）の前記第２相についての前記第２相識別子を、前記メータ（１０
６）に関連した前記メモリ（４０６）の中に保存することが、前記デバイスが前記多相電
気システム（１０４）の前記第１相から前記第２相へ切り替えられる場合に、前記第２相
識別子を前記メモリ（４０６）の中に自動的に保存することを備えるように、前記プロセ
ッサ（４０４）に動作可能に接続される請求項６または７のいずれか１項記載のシステム
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は、スマートメータを使用する相識別の方法、システムおよびデバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　多くの場合、公益事業の供給業者は、測定された負荷に対する公益事業サービスの切断
または接続をスケジュールすること、自動メータ読み取り（ＡＭＲ）、負荷制限および負
荷制御、自動分配およびスマートグリッドアプリケーション、停電の報告、インターネッ
ト、ビデオおよび音声などの追加サービスを提供することを含む多くの目的のために、公
益事業サービスのメータと電子的に通信することを望む。これらの場合の多くでは、メー
タはこれらの機能を実行するために、当業者に知られているように、有線、無線または有
線と無線の組み合わせであることが可能な通信ネットワークを介して、１つまたは複数の
コンピューティングデバイスと通信するように構成されなければならない。
【０００３】
　多くの場合、そのようなメータにはまた、測定された負荷に対する公共事業サービスの
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切断または接続、負荷制限および負荷制御などの機能を実行するために遠隔から作動され
ることが可能な電気機械スイッチが装備されている。しかしながら多くの場合、公益事業
者はまた、負荷が接続されるのは多相電気システムのどの相なのか、または負荷制御リレ
ーが接続されるのはどの相なのかを知ることを望む。公益事業者が直面する１つの課題は
、個々の顧客が接続されるのはどの相なのかをスマートメータの設置者に示す記録が、不
完全または不正確であるということである。したがって、特定のフィーダ分岐の現在の相
を正確に同定するために、公共事業会社の担当者は、相が明らかにわかる分配ネットワー
クのポイントに達するまで、様々な分配施設を通じてケーブルを物理的にたどらなければ
ならない。このことは非常に時間がかかる、労働集約的なプロセスとなる可能性があり、
しばしば誤った情報につながる場合がある。このことはまた、嵐や緊急時に安全性の問題
にもつながる場合がある。公益事業者が負荷のプロファイリング、電力品質の分析、各相
の装荷、分配システムの計画などの様々なオペレーションを実行する場合、各相について
分析が行われることが可能なように、どの相にスマートメータが接続されるのかを知るこ
とが重要である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第８，０５０，８７９号明細書
【発明の概要】
【０００５】
　したがって、そのいくつかは上で説明された、当技術分野に存在する課題を克服するス
マートメータの相識別を提供するシステムおよび方法が求められる。
【０００６】
　本明細書では、スマートメータの相識別のための方法、デバイスおよびシステムの実施
形態が説明される。
【０００７】
　１つの態様は、スマートメータのための相識別方法を備える。本方法の１つの実施形態
は、デバイスを多相電気システムの少なくとも第１相に接続することと、スマートメータ
を使用して、電気消費情報について、デバイスが接続されている多相電気システムの少な
くとも第１相を測定することと、デバイスが接続されている多相電気システムの第１相に
ついての第１相識別子を、スマートメータに関連したメモリの中に保存することと、スマ
ートメータに動作可能に接続されたネットワークを介して、少なくとも第１相識別子を送
信することとを備える。
【０００８】
　他の態様は、スマートメータを備える。スマートメータの１つの実施形態は、１つまた
は複数のスイッチ、測定コンポーネント、メモリ、少なくとも１つのネットワークインタ
ーフェースおよびプロセッサから構成される。１つまたは複数のスイッチは、デバイスを
多相電気システムの少なくとも第１相に接続するために使用されることが可能である。測
定コンポーネントは、電気消費情報について、デバイスが接続されている多相電気システ
ムの少なくとも第１相を測定するために使用されることが可能である。プロセッサは、１
つまたは複数のスイッチ、測定コンポーネント、メモリおよび少なくとも１つのネットワ
ークインターフェースに動作可能に接続される。プロセッサは、デバイスが接続されてい
る多相電気システムの第１相についての第１識別子をメモリの中に保存し、デバイスが接
続されている多相電気システムの第１相についての第１相識別子をメモリから検索し、ネ
ットワークインターフェースを使用して、スマートメータに動作可能に接続されたネット
ワークを介して、少なくとも第１相識別子を送信するように構成される。
【０００９】
　さらに他の態様で、システムが説明される。システムの１つの実施形態は、コンピュー
ティングデバイス、コンピューティングデバイスに動作可能に接続されたネットワーク、
およびネットワークに動作可能に接続されたスマートメータから構成される。１つの態様
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で、スマートメータは１つまたは複数のスイッチ、測定コンポーネント、メモリ、少なく
とも１つのネットワークインターフェースおよびプロセッサから構成される。１つまたは
複数のスイッチは、デバイスを多相電気システムの少なくとも第１相に接続するために使
用されることが可能である。測定コンポーネントは、電気消費情報について、デバイスが
接続されている多相電気システムの少なくとも第１相を測定するために使用されることが
可能である。プロセッサは、１つまたは複数のスイッチ、測定コンポーネント、メモリお
よび少なくとも１つのネットワークインターフェースに動作可能に接続される。プロセッ
サは、デバイスが接続されている多相電気システムの第１相についての第１相識別子をメ
モリの中に保存し、デバイスが接続されている多相電気システムの第１相についての第１
相識別子をメモリから検索し、ネットワークインターフェースを使用して、スマートメー
タに動作可能に接続されたネットワークを介して、少なくとも第１相識別子を送信するよ
うに構成される。
【００１０】
　さらなる利点は、以下の説明に一部記載され、また実施することによって知られてもよ
い。この利点は、添付の特許請求の範囲の中で具体的に指摘する要素および組み合わせに
よって実現され、達成されるであろう。前述の一般的説明および以下の詳細な説明の両方
は、単に例示的な解説のためのものであり、特許請求されるように、限定的なものではな
い。
【００１１】
　本明細書に組み込まれ、その一部を構成する添付の図面は実施形態を説明し、また説明
とともに、本方法およびシステムの原理を説明するのに役立つ。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１Ａ】例示的公益事業分配システムの部分の単線ブロック図である。
【図１Ｂ】本発明の１つの実施形態による３相４線（相Ａ、Ｂ、Ｃおよび中性Ｎ）の分配
システム１０４の例示図である。
【図２】本発明の実施形態を実施するために使用されることが可能なメータの非限定的実
施形態の概略ブロック図である。
【図３】負荷を提供する多相電気サービスを測定するために使用されるメータの実施形態
を示す図である。
【図４】本発明の１つの実施形態による、メータの電子機器として動作することが可能な
エンティティのブロック図である。
【図５】スマートメータにおける相識別のために行われてもよいオペレーションを示す流
れ図である。
【図６】スマートメータにおける相識別のために行われてもよいオペレーションを示す他
の流れ図である。
【図７】図８を参照して以下で説明されるものなどのコンピューティングデバイスを使用
して、第１相接続から第２相接続へデバイスを切り替え、デバイス接続のために相識別子
を更新するために行われることが可能なオペレーションを示す流れ図である。
【図８】本開示方法を実行するための例示的動作環境を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本方法およびシステムが開示され、説明される前に、この方法およびシステムは特定の
合成方法、特定のコンポーネントまたは特定の構成に限定されないということを理解され
たい。また、本明細書で使用される用語は、ただ特定の実施形態を説明することを目的と
しており、限定することを意図するわけではないということを理解されたい。
【００１４】
　本明細書および添付の特許請求の範囲の中で使用する際、単数形の「ａ」、「ａｎ」お
よび「ｔｈｅ」は、文脈が別途明確に指示しない限り、複数形の指示対象を含む。本明細
書では範囲は、「およその」１つの特定の値から、および／または「およその」他の特定
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の値まで表されてもよい。そのような範囲が表される場合、他の実施形態は１つの特定の
値から、および／または他の特定の値までを含む。同様に、値が「およそ」という先行詞
を使用することによって近似値として表される場合、その特定の値は他の実施形態を形成
するということを理解されたい。さらに。範囲の各々の終点は、他の終点と関連しても、
また他の終点と関連しなくても重要であるということを理解されたい。
【００１５】
　「任意の」または「適宜」ということは、後述の事象または状況が生じても、生じなく
てもよく、その説明が前記事象または状況が生じる場合と、それらが生じない場合とを含
むことを意味する。
【００１６】
　本明細書の説明と特許請求の範囲を通して、「備える」という言葉、ならびに「備えて
いる」および「備える」などの言葉の変形は、「限定しないが含む」ということを意味し
、例えば、その他の追加物、コンポーネント、整数またはステップなどを除外することを
意図しない。「例示的な」とは「～の例」ということを意味し、好ましい、または理想的
な実施形態の指示を伝えるためのものではない。「例えば～など」は、限定的な意味では
使用されず、説明を目的として使用される。
【００１７】
　この開示される方法およびシステムを実行するために使用されることが可能なコンポー
ネントが開示される。本明細書では、これらおよびその他のコンポーネントが開示される
が、これらのコンポーネントの組み合わせ、サブセット、相互作用、グループなどが開示
される一方で、各々の様々な個別の、および集合的な組み合わせ、ならびにこれらの置換
えの特定の言及は明示的に開示されなくてもよく、本明細書では、すべての方法およびシ
ステムについて、各々が具体的に考えられ、説明されるということを理解されたい。この
ことは、限定されないが、開示される方法の中のステップを含む本出願のすべての態様に
適用される。したがって、実行されることが可能な様々なさらなるステップが存在する場
合、これらのさらなるステップの各々は、開示される方法の任意の特定の実施形態、また
はその実施形態の組み合わせとともに実行されることが可能なことを理解されたい。
【００１８】
　本方法およびシステムは、以下の好ましい実施形態の詳細な説明およびそこに含まれる
例、ならびに図面およびそれらの前述および以下の説明を参照することによって、より容
易に理解されるであろう。
【００１９】
　図１Ａを参照すると、本発明の実施形態から恩恵を受ける１つの型のシステムの図が示
されている。図１Ａは、例えば電気分配システムなどの、例示的公益事業分配システムの
部分の単線ブロック図である。図１Ａに示すように、公益事業サービスは、公益事業供給
業者１００によって、分配システム１０４を介して様々な負荷Ｌ1～Ｌn１０２に届けられ
る。１つの態様では、提供される公益事業サービスは電力であることが可能である。図１
Ａでは単線の図として示されているが、分配システム１０４は、単相および／または多相
のコンポーネントから構成され、電圧レベルが様々であることが可能なことを理解された
い。負荷１０２による消費および需要は、メータＭ1～Ｍn１０６によって負荷の位置で測
定されることが可能である。電気メータである場合、メータ１０６は、負荷１０２によっ
て、当業者に知られているような単相または多相の電気メータであることが可能である。
例えば、この負荷は単相であることが可能であり、したがってメータ１０６は単相である
ことが可能である。単相負荷は、分配システム１０４の（例えば相Ａ、相Ｂまたは相Ｃな
どの）異なる相に接続されることが可能である。同様に例えば、負荷１０２は３相負荷な
どの多相負荷であることが可能であり、メータ１０６は、負荷１０２を与える３相を測定
する３相メータであることが可能である。
【００２０】
　１つの態様で、電気メータ１０６は、本明細書で説明され、当業者に知られているよう
なスマートメータである。以下、本明細書ではメータ１０６を「メータ」、「電気メータ
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」および／または「スマートメータ」と呼び、これらの用語は同じ意味で使用されること
が可能である。１つの非限定的なスマートメータの例は、Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｅｌｅｃｔｒ
ｉｃ社（「ＧＥ」）（Ｓｃｈｅｎｅｃｔａｄｙ，ＮＹ）から入手可能なＧＥ　Ｉ２１０＋
ｃメータである。他の非限定的なスマートメータの例は、これもまたＧＥから入手可能な
ＧＥ　ＳＭ３０００メータである。消費または需要情報は、主に消費者に請求するために
公益事業供給業者１００によって使用される一方で、公益事業分配システムの計画および
プロファイリングを含めた他の目的のために使用されることもまた可能である。一部の例
では、公益事業供給業者１００は、負荷１０２に対する公益事業サービスの切断または接
続をスケジュールすること、自動メータ読み取り（ＡＭＲ）、負荷制限および負荷制御、
自動分配およびスマートグリッドアプリケーション、停電の報告、インターネット、ビデ
オおよび音声などの追加サービスを提供することを含む多くの目的のために、メータ１０
６と電子的に通信することを望む。これらの例のうちの多くでは、メータ１０６は、当業
者に知られているように、有線、無線または有線と無線の組み合わせであることが可能な
通信ネットワーク１１０を介して、１つまたは複数のコンピューティングデバイス１０８
と通信するように構成されなければならない。１つの態様では、ネットワーク１１０は高
度測定インフラストラクチャ（ａｄｖｅｎｃｅｄ　ｍｅｔｅｒｉｎｇ　ｉｎｆｒａｓｔｒ
ｕｃｔｕｒｅ）（ＡＭＩ）ネットワークである。ＡＭＩはエネルギー使用を測定、収集お
よび分析し、要求に応じて（オンデマンドで）、または事前に定められたスケジュールで
、様々な通信媒体を通じて電気メータ、ガスメータ、水道メータなどの高度なデバイスと
交信するシステムのことを指す。このインフラストラクチャはハードウェア、ソフトウェ
ア、通信、消費者のエネルギーのディスプレイおよびコントローラ、顧客関連システム、
メータデータ管理（ＭＤＭ）ソフトウェア、供給者およびネットワーク分配業務システム
などを含む。（例えばメータ１０６などの）測定デバイスとビジネスシステムの間のネッ
トワーク１１０によって、顧客、供給者、公益事業会社およびサービス供給業者に対する
情報の収集および分配が可能となる。これによってこれらの企業が、需要に応じた解決法
、製品およびサービスに関与する、またはそれらを提供することが可能となる。顧客に情
報を提供することによって、システムは価格の変化に応じて、または需要がピークになる
期間もしくはより高い卸売り価格のとき、または運用システムの信頼性が低い期間にエネ
ルギー使用量を少なくすることを奨励するように設計されたインセンティブとして、通常
の消費パターンからのエネルギー使用量の変化を支援する。１つの態様では、ネットワー
ク１１０はスマートグリッドネットワークの少なくとも一部を備える。１つの態様では、
ネットワーク１１０は、１つまたは複数の（例えばＺｉｇＢｅｅ、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（
商標）などの）ＷＰＡＮ、（例えば８０２．１１ｎ、マイクロ波、レーザなどの）ＬＡＮ
／ＷＬＡＮ、（例えばＷｉＭＡＸなどの）ＷＭＡＮ、（例えばＵＭＴＳ、ＧＰＲＳ、ＥＤ
ＧＥ、ＣＤＭＡ、（商標）、ＣＤＰＤ、Ｍｏｂｉｔｅｘ、ＨＳＤＰＡ、ＨＳＵＰＡ、３Ｇ
などの）ＷＡＮ／ＷＷＡＮ、ＲＳ２３２、ＵＳＢ、Ｆｉｒｅｗｉｒｅ、Ｅｔｈｅｒｎｅｔ
（商標）、無線ＵＳＢ、セルラー、ＯｐｅｎＨＡＮ、電力線搬送（ＰＬＣ）、電力線ブロ
ードバンド（ＢＰＬ）などのうちの１つまたは複数を利用する。このようなメータ１０６
は、届けられるサービスまたは製品を遠隔から接続または切断するために使用されること
が可能な、１つまたは複数のスイッチを装備することが可能である。
【００２１】
　例えば、一部の例では、電気分配システム１０４は、電力を使用するフィーダを供給す
る３相４線ネットワークなどの多相システムであってよい。次いでフィーダ線の各々は、
複数の局所極に取り付けられた、またはパッドに取り付けられた変圧器に電力を供給する
ために多数の回路に分岐し、配送のために電圧を、例えば相当たり１２０または２４０ボ
ルトの最終電圧に下げ、商業用および住宅用の顧客の位置で測定を行う。一般に、住宅用
顧客は、単相メータを使用して３相システムの任意の１つの相に接続されることが可能で
あり、商業用顧客は、相の任意の１つで接続された負荷制御リレー（「ＬＣＲ」）を備え
た３相メータを使用して、３つの相のすべてに接続されることが可能である。公益事業が
負荷のプロファイリング、電力品質の分析、各相の装荷などの様々なオペレーションを実
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行する場合、どの相にスマートメータが接続されるのかを知ることが望まれるので、分析
は各相について行われることが可能である。上述のようなシステムは、図１Ｂに示されて
いる。図１Ｂは、本発明の１つの実施形態による３相４線（相Ａ、Ｂ、Ｃおよび中性Ｎ）
の分配システム１０４の例示的な図である。図４Ｂに示すように、分配システム１０４は
、（相Ａ、ＢおよびＣの）３相導線および中性線から構成される。１つの態様では、３相
の各々および中性は、各メータ１０６に与えられる。１つの態様で、メータ１０６で与え
られる電圧は、（例えば１２０／２４０、２７７／４８０などの）負荷１０２によって使
用されることが可能なレベルまで、変圧器１１４によって下げられる。変圧器１１４は２
つまたは３つの単相変圧器か、または単一の３相変圧器であることが可能である。１つの
態様では、負荷１０２は単相であることが可能であり、メータ１０６は負荷１０２を提供
するために、または負荷１０２を電気サービスから切断するために、相Ａ、ＢおよびＣの
間で切り替えを行うように構成されることが可能である。１つの態様では、この切り替え
は手動で行われることが可能である。他の態様では、この切り替えは自動で、遠隔から行
われることが可能である。他の態様では、負荷１０２は３相であることが可能であり、３
相メータ１０６によって測定されることが可能である。１つの態様では、３相メータは、
負荷制御リレー（ＬＣＲ）１１２を備えることが可能である。１つの態様で、３相メータ
１０６は、ＬＣＲ１１２を提供するために、またはＬＣＲ１１２を電気サービスから切断
するために、相Ａ、ＢおよびＣの間で切り替えを行うように構成されることが可能である
。１つの態様では、この切り替えは手動で行われることが可能である。他の態様では、こ
の切り替えは自動で、遠隔から行われることが可能である。分配システム１０４の各相に
負荷を分散するため、およびその他の公益事業の機能および分析を行うために、負荷１０
２が接続される相、またはＬＣＲ１１２が接続される相を知ることが望まれる。
【００２２】
　単相メータの場合にはメータが接続される相を判定し、多相メータの場合にはＬＣＲが
接続される相を判定するための方法、システムおよびデバイスが求められる。したがって
、図１Ａおよび１Ｂに示すようなシステムのメータ１０６が、公益事業サービスの消費量
を測定する能力を上回る能力を有するように構成されることが求められる。ここで説明さ
れるのは、スマートメータにおける相識別のための方法、デバイスおよびシステムの実施
形態である。１つの態様では、相識別のためのフィールドは、スマートメータのメモリの
中に保持される。相識別は、ＡＭＩ、Ｏｐｔｉｃａｌ、ＲＦ、ＷｉＭａｘ、ＬＡＮ／ＷＡ
Ｎ、ＧＳＭ（商標）などの高度な通信技術および（例えばＧＥ　ＭｅｔｅｒのＭａｔｅ（
登録商標）ソフトウェアなどの）メータソフトウェアを使用する公益事業によって、（セ
キュリティによって）読み込まれる、または書き込まれることが可能である。単相メータ
の場合、このフィールドは主リレーが接続される相を表し、（例えば３相などの）多相メ
ータの場合、このフィールドはＬＣＲが接続される相を表す。１つの態様では、相識別フ
ィールドは自動的に更新を行うように構成されることが可能である。例えば、メータが、
負荷を提供する（そして測定される）相を切り替えることができるように構成される場合
、そのようなメータは、負荷が接続される相を持つ相識別子フィールドを自動的にポピュ
レートするように構成されることが可能である。そのような相を切り替えることができる
メータは、全体的に参照により本明細書に組み込まれ、本明細書の一部をなす、Ｐａｍｕ
ｌａｐａｒｔｈｙが２０１１年１月１０日に出願した米国特許出願第１２／９８７，３０
１号の中で説明されている。他の態様では、フィーダ全体が、例えばスマートグリッド実
装の一部として自動化された分配スイッチを使用して切り替えられている場合、相識別フ
ィールドはネットワークを介してメータに与えられることが可能である。他の態様では、
上述のような相の構成が特定のメータのために変更されるたびに、相識別フィールドは手
動で保存されることが可能である。例えば、相識別フィールドの自動ポピュレートでは、
（例えば相Ａから相Ｂへ）相を切り替えるコマンドを受信すると、メータが現在接続され
ている相（相Ａ）が読み込まれ、リレーが相Ｂに切り替えられ、相識別フィールドは相Ａ
から相Ｂへ更新される。手動の場合、例えば、公益事業の担当者がメータまたはＬＣＲの
接続を１つの相から他の相へ変更するのであれば、（セキュリティアクセスを持っている
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と仮定して）その担当者はソフトウェア（例えばＧＥ　ＭｅｔｅｒのＭａｔｅ（登録商標
）ソフトウェア）、およびＡＭＩ、Ｏｐｔｉｃａ、ＲＦ、ＷｉＭａｘ、ＬＡＮ／ＷＡＮ、
ＧＳＭ（商標）などの通信媒体のうちの任意のものを使用して、フィールドを書き込むこ
とができる。相変化イベントは、メータおよび後で参照されるコンピューティングデバイ
ス１０８のいずれか、または両方で保持されるイベントログの中に記録されることが可能
である。
【００２３】
　図２は、本発明の実施形態を実施するために使用されることが可能なメータ１０６の非
限定的実施形態の概略ブロック図を示す。この例示的実施形態では、公益事業サービスは
多相の電力である。具体的には、図２では、電気サービスは一般に（例えば相Ａ、Ｂおよ
びＣなどの）１２０度によって互いに置き換えられる電圧および電流、ならびに別個の中
性線２１４を各々が運搬する３相導体２０２から一般に構成される３相４線の電力である
。しかしながら、本発明の実施形態は、単相、および２相、３相、４相などの多相電気シ
ステムとともに使用されることが可能であることを理解されたい。さらに、図２に示すメ
ータ１０６の実施形態はスイッチ２０４を備える。スイッチ２０４は３極単投スイッチと
して示してあるが、単一スイッチまたは、（例えば相Ａ、ＢまたはＣなどの）複数の相導
体２０２の中から電気サービスを提供する電力供給部１０４を選択的に切り替えるため、
または電気サービスから負荷１０２を切断するための手段を与える単極または多極スイッ
チの任意の組み合わせであることが可能である。このようにして、複数の相のうちの任意
のものの中から単相電気サービスを負荷１０２に与えることが可能である。また、そのよ
うなメータ１０６は２つ、３つ、４つ、５つなどの相の間で切り替えを行うように構成さ
れることが可能であり、単相サービスを負荷１０２に提供するための３相の構成にのみ限
定されないということを理解されたい。１つの態様では、スイッチ２０４はスイッチ２０
４を作動させる（すなわちスイッチ２０４が１つの相から他の相へ切り替わるようにする
、または負荷を切断するようにする）制御メカニズム２１２によって制御されることが可
能である。制御メカニズム２１２は、メータの電子機器２０６から制御信号を受信する。
さらに１つの態様では、制御メカニズム２１２は、スイッチ２０４の位置を示すフィード
バック信号をメータの電子機器２０６に与えることができる。すなわち、制御メカニズム
２１２は、負荷１０２には相Ａ、相Ｂ、相Ｃなどから単相の電気サービスが与えられてい
るのかどうか、または負荷１０２は電気サービスから切断されているのかどうかをメータ
の電子機器に通知することができる。
【００２４】
　アナログ電圧および電流入力もまたメータの電子機器２０６に与えられる。１つの態様
では、アナログ信号は、負荷１０２を提供する電力供給部１０４およびメータ１０６によ
って測定されるものに由来する。他の態様では、アナログ信号は別個の電気供給源に由来
する。１つの態様では、アナログ電圧信号は１つまたは複数の計器用変圧器（ｐｏｔｅｎ
ｔｉａｌ　ｔｒａｎｓｆｏｒｍｅｒｓ）（ＰＴ）２０８によって与えられることが可能で
あるが、必要に応じて分圧器、容量結合またはその他など、他の手段が使用されることが
可能である。供給源の電圧レベルが（例えば２５ボルトＡＣか、またはそれより低いなど
）十分に低い場合、ＰＴ２０８を、もしくは電圧を下げるかまたは変換する他の手段を省
略することができる。同様に１つの態様では、アナログ電流信号は１つまたは複数の変流
器（ＣＴ）２１０によって提供されることが可能である。１つの態様では、１つまたは複
数のＣＴ２１０は１：２５００の巻数比を有することが可能である。１つの態様では、電
流信号をＣＴ２１０から電圧信号へ変換するために、１つまたは複数の抵抗器（不図示）
を使用することが可能である。
【００２５】
　１つの態様では、メータの電子機器２０６は、メモリ（図２には不図示）を備えること
が可能である。メモリは、負荷１０２（およびメータ１０６）が接続される多相電気シス
テムの相を示す相識別子を保存するために使用されることが可能である。例えばスイッチ
２０４が、負荷１０２を提供する電力供給部１０４およびメータ１０６によって測定され
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るものが相Ａであるように構成される場合、メモリの中に保存された相識別子は相Ａを示
す。同様に、スイッチ２０４が相Ａから相Ｂに切り替わる場合、メモリの中に保存された
相識別子は、相Ｂを示すように更新される。１つの態様では、電力供給部１０４が（例え
ば相Ａから相Ｂなど）１つの相から別の相へ切り替えられる場合、相識別子は自動的に保
存される。例えば、制御メカニズム２１２は、負荷１０２が接続される相を示す信号を与
えることができる。１つの非限定的な例では、信号はネットワーク１１０を介してメータ
１０６に送信されることが可能である。１つの態様では、ネットワーク１１０は高度測定
インフラストラクチャ（ＡＭＩ）ネットワークである。信号は、負荷が接続されている相
を（例えば相Ａなどの）第１相から（例えば相Ｂなどの）第２相へ切り替えるため、また
は負荷１０２を切断するためのコマンドになりうる。コマンドは、メータの電子機器２０
６の中のプロセッサ（図２には不図示）によって受信され、それによって制御メカニズム
２１２は接続を相Ａから相Ｂへ切り替える。次いで、メモリの中の相識別子は、負荷１０
２およびメータ１０６が現在相Ｂに接続されているということを反映するために更新され
る。他の態様では、相識別子は、例えばＢｌｕｅＴｏｏｔｈ（商標）、Ｗｉ－Ｆｉ、ＲＦ
、ＲＦＩＤなどの赤外線の近距離無線通信などを使用して、またはバス接続を使用してコ
ンピュータなどのデバイスをメータ１０６に接続することによって、メモリへ書き込みを
行う権限を持つユーザによって、手動でメータ１０６の中に保存されることが可能である
。他の態様では、相識別子は、メータの電子機器２０６に動作可能に接続されたネットワ
ーク１１０を介して、メータの電子機器２０６の中のメモリに通信されることが可能であ
る。１つの態様では、ネットワーク１１０は高度測定インフラストラクチャ（ＡＭＩ）ネ
ットワークである。例えば、自動または手動のいずれかで、公益事業者によって相Ａから
相Ｂになるように回路全体が切り替えられる場合、またはその他の同様の切り替えの場合
、信号は、メータ２０６および負荷１０２が相Ｂに接続されていることを示すよう相識別
子を更新するために、ネットワークを介してメータの電子機器２０６に送信されることが
可能である。一旦相識別子はメモリの中に保存されると、例えばコンピューティングデバ
イス１０８などにネットワーク１１０を介して送信されることが可能であり、または適切
な権限および機器を持つユーザによって、メモリから読み取られることが可能である。
【００２６】
　１つの態様では、電子機器２０６は少なくとも１つのメモリおよび１つまたは複数のプ
ロセッサを備え、ネットワーク１１０から信号を受信するため、および制御メカニズム２
１２を介してスイッチ２０４を作動させるためのインターフェースを与える。メータの電
子機器２０６のメモリは、上述のように相識別子を保存するために使用されることが可能
である。メータの電子機器２０６は、ネットワーク１１０を介して少なくとも相識別子を
別個のコンピューティングデバイス１０８に送信するために使用されることが可能なトラ
ンスミッタを備えることができる。１つの態様では、メータの電子機器２０６は、特にＭ
ａｘｉｍ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉｎｃ．（Ｓｕｎｎｙｖａｌｅ，
Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）から入手可能なＴｅｒｉｄｉａｎ６５３３コントローラまたはＴ
ｅｒｉｄｉａｎ６５２１コントローラを含む１つまたは複数の測定マイクロコントローラ
を備えることができる。１つの態様では、１つまたは複数のプロセッサは、負荷１０２に
よって消費される電力のキロワット時（ＫＷＨ）の数を判定することなどの測定機能を実
行することができる。
【００２７】
　１つの態様では、メータの電子機器２０６の１つまたは複数のプロセッサは、負荷１０
２が接続される多相電気システムの第１相についての第１相識別子をメモリの中に保存す
るように構成されることが可能である。その場合、要求されると、プロセッサはデバイス
が接続されている多相電気システムの第１相についての第１相識別子をメモリから検索し
、少なくとも第１相識別子を、ネットワークインターフェースを使用してスマートメータ
１０６に動作可能に接続されたネットワーク１１０を介してコンピューティングデバイス
１０８に送信することができる。１つの態様では、ネットワーク１１０は高度測定インフ
ラストラクチャ（ＡＭＩ）ネットワークである。１つの態様では、スイッチ２０４は、負
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荷が多相電子システムの少なくとも第２相に接続され、測定コンポーネントが、スマート
メータ１０２を使用して、電気消費情報のために、負荷１０２が接続されている多相電気
システムの少なくとも第２相を測定するように、負荷１０２を切り替えるために使用され
ることが可能である。１つまたは複数のプロセッサはさらに、負荷１０２が接続されてい
る多相電気システムの第２相についての第２相識別子を、スマートメータ１０６に関連し
たメモリの中に保存するように構成される。１つまたは複数のプロセッサはまた、負荷１
０２が接続されている多相電気システムの第２相についての第２相識別子をメモリから検
索し、少なくとも第２相識別子を、ネットワークインターフェースを使用してスマートメ
ータ１０６に動作可能に接続されたネットワーク１１０を介して、コンピューティングデ
バイス１０８に送信するようにも構成される。１つの態様では、スイッチ２０４はプロセ
ッサによって制御される自動スイッチであり、負荷１０２が多相電子システムの少なくと
も第２相に接続されるように負荷１０２を切り替えることは、スイッチ２０４を使用して
、負荷１０２を多相電気システムの第１相から第２相へ自動的に切り替えることを備える
。１つの態様では、１つまたは複数のプロセッサは、負荷１０２が接続されている多相電
気システムの第２相についての第２相識別子をスマートメータ１０６に関連したメモリの
中に保存することが、第２相識別子を、デバイスが多相電気システムの第１相から第２相
へ切り替えられる場合に自動的にメモリの中に保存することを備えるように、スイッチ２
０４と動作可能に接続される。
【００２８】
　図３は、負荷１０２を提供する多相電気サービス１０４を測定するために使用されるメ
ータ１０６の実施形態を示す。この実施形態では、多相電気サービス１０４は、相Ａ、相
Ｂおよび相Ｃのための相導体２０２から構成される３相サービス、ならびに中性線２１４
である。他の実施形態では、より多いか、またはより少ない電気相および相導体が存在す
ることが可能である。図３に示す実施形態では、スイッチ２０４は、負荷制御リレー（Ｌ
ＣＲ）３０２に電力を与えるために使用される。ＬＣＲは、メータ１０６を使用して選択
負荷をオンまたはオフするために使用されることが可能である。例えば、ＬＣＲは給湯器
、スイミングプールのポンプまたはヒータ、空調機器などの電源をオンまたはオフするた
めに使用されることが可能である。１つの態様では、ＬＣＲ３０２は４０アンプ定格を有
することが可能である。他の態様では、ＬＣＲ３０２は２つのアンプ定格を有することが
可能である。１つの態様では、ＬＣＲ３０２はメータの電子機器２０６から制御信号を受
信することができる。他の態様では、ＬＣＲ３０２はメータ１０６の外部から制御信号を
受信することができる。例えば、ＬＣＲ３０２は、ＬＣＲ３０２を開閉させるワイヤレス
信号を受信することができる。図３に示すように、スイッチ２０４は相Ａ、ＢまたはＣの
うちの１つにＬＣＲを接続するため、またはＬＣＲをすべてから切断するために使用され
ることが可能である。３極単投スイッチとして示しているが、スイッチ２０４は単一スイ
ッチ、または任意の数の極および／または投の複数のスイッチであることが可能である。
図２を参照して説明したのと同様に、図３の制御メカニズム２１２はスイッチ２０４を作
動させる（すなわち、スイッチが１つの相から他の相へ切り替わるようにする、またはＬ
ＣＲ３０２を切断するようにする）ために使用される。制御メカニズム２１２は、メータ
の電子機器２０６から制御信号を受信する。さらに１つの態様では、制御メカニズム２１
２は、スイッチ２０４の位置を示すフィードバック信号をメータの電子機器２０６に与え
ることができる。すなわち制御メカニズム２１２は、ＬＣＲ３０２が相Ａ、相Ｂ、相Ｃな
どから単相の電気サービスを与えられているのかどうか、またはＬＣＲ３０２が電気サー
ビスから切断されているのかどうかをメータの電子機器に通知することができる。
【００２９】
　１つの態様では、メータの電子機器２０６はメモリ（図３には不図示）を備えることが
できる。メモリは、ＬＣＲ３０２が接続されている多相電気システムの相を示す相識別子
を保存するために使用されることが可能である。例えば、スイッチ２０４が、ＬＣＲ３０
２を提供する相が相Ａであるように構成されている場合、メモリの中に保存された相識別
子は相Ａを示す。同様に、スイッチ２０４が相Ａから相Ｂに切り替わる場合、メモリの中
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に保存された相識別子は相Ｂを示す。１つの態様では、ＬＣＲ３０２が（例えば相Ａから
相Ｂなど）１つの相から他の相へ切り替えられる場合、相識別子は自動的に保存される。
例えば、制御メカニズム２１２は、ＬＣＲ３０２が接続されている相を示す信号を与える
ことができる。１つの非限定的な例では、信号はネットワーク１１０を介してメータ１０
６に送信されることが可能である。１つの態様では、ネットワーク１１０は高度測定イン
フラストラクチャ（ＡＭＩ）ネットワークである。信号は、ＬＣＲ３０２が接続されてい
る相を（例えば相Ａなどの）第１相から（例えば相Ｂなどの）第２相へ切り替えるため、
またはＬＣＲ３０２を切断するためのコマンドになりうる。コマンドは、メータの電子機
器２０６の中のプロセッサ（図３には不図示）によって受信され、それによって制御メカ
ニズム２１２は接続を相Ａから相Ｂへ切り替える。次いで、メモリの中の相識別子は、Ｌ
ＣＲ３０２が現在相Ｂに接続されているということを反映するために更新される。他の態
様では、相識別子は、例えばＢｌｕｅＴｏｏｔｈ（商標）、Ｗｉ－Ｆｉ、ＲＦ、ＲＦＩＤ
などの赤外線の近距離無線通信などを使用して、またはバス接続を使用してコンピュータ
などのデバイスをメータ１０６に接続することによって、メモリへ書き込みを行う権限を
持つユーザによって、手動でメータ１０６の中に保存されることが可能である。他の態様
では、相識別子は、メータの電子機器２０６に動作可能に接続されたネットワーク１１０
を介して、メータの電子機器２０６の中のメモリに通信されることが可能である。例えば
、自動または手動のいずれかで、公益事業者によって相Ａから相Ｂになるように回路全体
が切り替えられる場合、またはその他の同様の切り替えの場合、信号は、ＬＣＲ３０２が
相Ｂに接続されていることを示すよう相識別子を更新するために、ネットワーク１１０を
介してメータの電子機器２０６に送信されることが可能である。一旦相識別子はメモリの
中に保存されると、例えばコンピューティングデバイス１０８などにネットワーク１１０
を介して送信されることが可能であり、または適切な権限および機器を持つユーザによっ
て、メモリから読み取られることが可能である。
【００３０】
　１つの態様では、電子機器２０６は少なくとも１つのメモリおよび１つまたは複数のプ
ロセッサを備え、ネットワーク１１０から信号を受信するため、および制御メカニズム２
１２を介してスイッチ２０４を作動させるためのインターフェースを与える。メータの電
子機器２０６のメモリは、上述のように相識別子を保存するために使用されることが可能
である。メータの電子機器２０６は、ネットワーク１１０を介して少なくとも相識別子を
別個のコンピューティングデバイス１０８に送信するために使用されることが可能なトラ
ンスミッタを備えることができる。１つの態様では、ネットワーク１１０は高度測定イン
フラストラクチャ（ＡＭＩ）ネットワークである。１つの態様では、メータの電子機器２
０６は、特にＭａｘｉｍ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ社（Ｓｕｎｎｙｖａ
ｌｅ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）から入手可能なＴｅｒｉｄｉａｎ６５３３コントローラま
たはＴｅｒｉｄｉａｎ６５２１コントローラを含む１つまたは複数の測定マイクロコント
ローラを備えることができる。１つの態様では、１つまたは複数のプロセッサは、負荷１
０２によって消費される電力のキロワット時（ＫＷＨ）の数を判定することなどの測定機
能を実行することができる。アナログ電圧および電流入力もまたメータの電子機器２０６
に与えられる。１つの態様では、アナログ信号は、負荷１０２を提供する電力供給部１０
４およびメータ１０６によって測定されるものに由来する。他の態様では、アナログ信号
は別個の電気供給源に由来する。１つの態様では、アナログ電圧信号は１つまたは複数の
計器用変圧器（ＰＴ）２０８によって与えられることが可能であるが、必要に応じて分圧
器、容量結合またはその他など、他の手段が使用されることが可能である。供給源の電圧
レベルが（例えば２５ボルトＡＣか、またはそれより低いなど）十分に低い場合、ＰＴ２
０８、もしくは電圧を下げるか、または変換する他の手段を省略することができる。同様
に１つの態様では、アナログ電流信号は１つまたは複数の変流器（ＣＴ）２１０によって
提供されることが可能である。１つの態様では、１つまたは複数のＣＴ２１０は１：２５
００の巻数比を有することが可能である。１つの態様では、電流信号をＣＴ２１０から電
圧信号へ変換するために、１つまたは複数の抵抗器（不図示）を使用することが可能であ
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る。
【００３１】
　１つの態様では、メータの電子機器２０６の１つまたは複数のプロセッサは、ＬＣＲ３
０２が接続される多相電気システムの第１相についての第１相識別子をメモリの中に保存
するように構成されることが可能である。その場合、要求されると、プロセッサはＬＣＲ
３０２が接続されている多相電気システムの第１相についての第１相識別子をメモリから
検索し、少なくとも第１相識別子を、ネットワークインターフェースを使用してスマート
メータ１０６に動作可能に接続されたネットワーク１１０を介してコンピューティングデ
バイス１０８に送信することができる。１つの態様では、スイッチ２０４は、ＬＣＲ３０
２が多相電気システムの少なくとも第２相に接続されるように、ＬＣＲ３０２を切り替え
るために使用されることが可能である。１つまたは複数のプロセッサはさらに、ＬＣＲ３
０２が接続されている多相電気システムの第２相についての第２相識別子を、スマートメ
ータ１０６に関連したメモリの中に保存するように構成される。１つまたは複数のプロセ
ッサはまた、ＬＣＲ３０２が接続されている多相電気システムの第２相についての第２相
識別子をメモリから検索し、少なくとも第２相識別子を、ネットワークインターフェース
を使用してスマートメータ１０６に動作可能に接続されたネットワーク１１０を介して、
コンピューティングデバイス１０８に送信するようにも構成される。１つの態様では、ス
イッチ２０４はプロセッサによって制御される自動スイッチであり、ＬＣＲ３０２が多相
電子システムの少なくとも第２相に接続されるようにＬＣＲ３０２を切り替えることは、
スイッチ２０４を使用して、ＬＣＲ３０２を多相電気システムの第１相から第２相へ自動
的に切り替えることを備える。１つの態様では、１つまたは複数のプロセッサは、ＬＣＲ
３０２が接続されている多相電気システムの第２相についての第２相識別子をスマートメ
ータ１０６に関連したメモリの中に保存することが、第２相識別子を、デバイスが多相電
気システムの第１相から第２相へ切り替えられる場合に自動的にメモリの中に保存するこ
とを備えるように、スイッチ２０４と動作可能に接続される。
【００３２】
　ここで図４を参照すると、本発明の１つの実施形態によって、メータの電子機器２０６
として動作することができるエンティティのブロック図が示されている。メータの電子機
器２０６として動作することができるエンティティは、本明細書でより具体的に示され、
説明されるものを含めて、本発明の実施形態による１つまたは複数の機能を実行するため
の様々な手段を含む。しかしながら、エンティティのうちの１つまたは複数は、本発明の
精神および範囲から逸脱することなく、１つまたは複数の同様の機能を実行するための代
替手段を含んでもよいということを理解されたい。示されているように、メータの電子機
器２０６として動作することができるエンティティは一般に、エンティティの様々な機能
を実行または制御するための１つまたは複数のプロセッサ４０４などの手段を含むことが
できる。図４に示されているように、１つの実施形態では、メータの電子機器２０６はメ
ータ入力などの測定コンポーネントおよびフィルタリングコンポーネント４０２を備える
ことができる。１つの態様では、メータ入力およびフィルタコンポーネント４０２は、電
圧および電流入力、１つまたは複数のＡＤＣ、フィルタリングコンポーネントなどを備え
ることができる。メータの電子機器２０６のこの実施形態はさらに、１つまたは複数のプ
ロセッサ４０４およびメモリ４０６を備える。
【００３３】
　１つの実施形態では、１つまたは複数のプロセッサ４０４は、コンテント、データなど
を保存する揮発性および／または不揮発性メモリなどのメモリ４０６と通信するか、また
はそれを含んでもよい。例えばメモリ４０６は、エンティティから送信される、および／
またはエンティティによって受信されるコンテントを保存してもよい。また例えば、メモ
リ４０６は、本発明の実施形態によってエンティティの動作に関連したステップを実行す
るために、１つまたは複数のプロセッサ４０４のためのソフトウェアアプリケーション、
命令またはその他を保存してもよい。具体的には、１つまたは複数のプロセッサ４０４は
、スイッチのための作動コマンドを受信し、スイッチに関連した制御が作動を実施するよ
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うにし、スイッチから相識別子を受信し、ネットワークを介してコンピューティングデバ
イスに相識別子を送信するための、ここでさらに詳細に論じられるプロセスを実行するよ
うに構成されてもよい。例えば１つの実施形態によって、１つまたは複数のプロセッサ４
０４は、本明細書で説明されるように、（例えば負荷またはＬＣＲなどの）デバイスが第
１相から第２相へ切り替えられる場合に、相識別子を更新するように構成されることが可
能である。
【００３４】
　メモリ４０６に加えて、１つまたは複数のプロセッサ４０４はまた、データ、コンテン
トまたはその他を表示、送信および／または受信するための少なくとも１つのインターフ
ェースまたはその他の手段に接続されることが可能である。この点について、インターフ
ェースは、ディスプレイ４１０および／またはユーザ入力インターフェース４１２を含む
ことが可能な少なくとも１つのユーザインターフェースの他にも、データ、コンテントま
たはその他を送信および／または受信するための少なくとも１つの通信インターフェース
４０８またはその他の手段を含むことが可能である。１つの態様では、通信インターフェ
ース４０８は、メモリ４０６の中に保存された相識別子を、以下で説明されるものなどの
遠隔コンピューティングデバイスへ、ネットワーク１１０を介して転送するために使用さ
れることが可能である。１つの態様では、ネットワーク１１０は高度測定インフラストラ
クチャ（ＡＭＩ）ネットワークである。１つの態様では、通信インターフェース６０８は
、Ｗｉ－Ｆｉトランシーバなどの無線通信インターフェースを備えることができる。また
ユーザ入力インターフェース４１２は、キーパッド、タッチディスプレイ、ジョイスティ
ックまたはその他の入力デバイスなど、エンティティがユーザからデータを受信すること
を可能にする任意の数のデバイスを備えることができる。
【００３５】
　ここで図５を参照すると、スマートメータの中で相識別のために行われてもよいオペレ
ーションが示されている。ステップ５０２で、デバイスは多相電気システムの少なくとも
第１相に接続される。１つの態様では、デバイスは電気負荷である。１つの態様では、電
気負荷は単相電気負荷である。１つの態様では、電気負荷は多相電気負荷である。１つの
態様では、多相電気負荷は３相電気負荷である。１つの態様では、デバイスは負荷制御リ
レー（ＬＣＲ）である。ステップ５０４で、デバイスが接続されている多相電気システム
の少なくとも第１相は、スマートメータを使用して、電気消費情報のために測定される。
ステップ５０６で、デバイスが接続されている多相電気システムの第１相についての第１
相識別子は、スマートメータに関連したメモリの中に保存される。ステップ５０８で、少
なくとも第１相識別子は、スマートメータに動作可能に接続されたネットワークを介して
送信される。１つの態様で、ネットワーク１１０は高度測定インフラストラクチャ（ＡＭ
Ｉ）ネットワークである。
【００３６】
　１つの態様では、図５に示すスマートメータの中での相識別のためのオペレーションは
、図６に示されたステップをさらに含むことができる。ステップ６０２で、デバイスは、
デバイスが多相電気システムの少なくとも第２相に接続されるように切り替えられること
が可能である。１つの態様では、デバイスが多相電気システムの少なくとも第２相に接続
されるようにデバイスを切り替えることは、スマートメータを使用して、デバイスを多相
電気システムの第１相から第２相へ自動的に切り替えることを備える。ステップ６０４で
、デバイスが接続されている多相電気システムの少なくとも第２相は、スマートメータを
使用して電気消費情報のために測定される。ステップ６０６で、デバイスが接続されてい
る多相電気システムの第２相についての第２相識別子は、スマートメータに関連したメモ
リの中に保存される。１つの態様では、デバイスが接続されている多相電気システムの少
なくとも第２相についての第２相識別子をスマートメータに関連したメモリの中に保存す
ることは、デバイスが多相電気システムの第１相から第２相へ切り替えられる場合に、自
動的に第２相識別子を保存することを備える。ステップ６０８で、第２相識別子は、スマ
ートメータに動作可能に接続されたネットワークを介して送信される。
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【００３７】
　図７は、図８を参照して以下で説明されるものなどのコンピューティングデバイスを使
用して、デバイスを第１相接続から第２相接続へ切り替えるため、およびデバイス接続に
ついての相識別を更新するために行われることが可能なオペレーションを示す。ステップ
７０２で、コマンドはコンピューティングデバイスによって発行され、スマートメータに
送信される。コマンドは、デバイスが接続されている相を、スマートメータを使用して第
１相から第２相へ切り替えるためのものである。１つの態様では、デバイスは（単相また
は多相のいずれかの）電気負荷である。他の態様では、デバイスは、単相または多相のい
ずれかの負荷制御リレー（ＬＣＲ）である。ステップ７０４で、切り替えコマンドに応答
して、デバイスが接続されている第２相についての相識別子はスマートメータからコンピ
ューティングデバイスによって受信される。例えば相識別子は、デバイスが接続されてい
る相を相Ａ、相Ｂ、相Ｃまたはその他として識別する識別子であることが可能である。ス
テップ７０６で、相識別子はコンピューティングデバイスのメモリの中に保存される。
【００３８】
　上述のシステムは、ユニットから構成されるものとして上で説明されている。これは機
能的な説明であり、ソフトウェア、ハードウェア、またはソフトウェアとハードウェアの
組み合わせが、各々の機能を実行することができることが、当業者には理解されるであろ
う。スマート電化製品、スマートメータ、スマートグリッド、公益事業者のコンピューテ
ィングデバイス、供給元または製造業者のコンピューティングデバイスなどのユニットは
、ソフトウェア、ハードウェア、またはソフトウェアとハードウェアの組み合わせである
ことが可能である。ユニットは、図８に示され、以下で説明されるようなスイッチングソ
フトウェア８０６を備えることができる。１つの例示的態様では、ユニットは、上で参照
され、以下でさらに説明されるコンピューティングデバイス１０８を備えることができる
。
【００３９】
　図８は、開示される方法を実行するための例示的動作環境を示すブロック図である。こ
の例示的動作環境は動作環境の単なる例であり、動作環境アーキテクチャの使用または機
能の範囲について何ら限定を示唆するものではない。動作環境は、例示的動作環境の中に
示されたコンポーネントのうちの任意の１つ、またはそれらの組み合わせに関して、いか
なる依存性または必要条件も有するものとして解釈されるべきではない。
【００４０】
　本方法およびシステムは、多数のその他の汎用または専用のコンピューティングシステ
ム環境または構成とともに動作可能である。このシステムおよび方法とともに使用するた
めに適切でありうる、よく知られているコンピューティングシステム、環境および／また
は構成は、限定されないが、パーソナルコンピュータ、サーバコンピュータ、ラップトッ
プデバイスおよびマルチプロセッサシステムを備える。さらなる例は、セットトップボッ
クス、プログラム可能な家庭用電化製品、ネットワークＰＣ、ミニコンピュータ、メイン
フレームコンピュータ、スマートメータ、スマートグリッドコンポーネント、上述のシス
テムまたはデバイスのうちの任意のものを備える分散型コンピューティング環境およびそ
の他を備える。
【００４１】
　開示される方法およびシステムの処理は、ソフトウェアコンポーネントによって実行さ
れることが可能である。開示されるシステムおよび方法は、１つまたは複数のコンピュー
タまたはその他のデバイスによって実行されるプログラムモジュールなど、コンピュータ
実行可能命令の一般的な文脈の中で説明されることが可能である。一般に、プログラムモ
ジュールは、特定のタスクを実行するか、または特定の抽象データ型を実施するコンピュ
ータ符号、ルーティン、プログラム、オブジェクト、コンポーネント、データ構造などを
備える。開示される方法はまた、通信ネットワークを介してリンクされた遠隔処理デバイ
スによってタスクが実行されるグリッドベースの分散型コンピューティング環境の中で実
行されることが可能である。分散型コンピューティング環境の中では、プログラムモジュ
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ールは、メモリストレージデバイスを含む局所および遠隔の両方のコンピューティングス
トレージ媒体に配置されることが可能である。
【００４２】
　さらに当業者には、本明細書で開示されるシステムおよび方法は、コンピューティング
デバイス１０８の形態の汎用コンピューティングデバイスを介して実施されることが可能
であることを理解されたい。コンピューティングデバイス１０８のコンポーネントは、限
定されないが、１つまたは複数のプロセッサまたは処理ユニット８０３、システムメモリ
８１２、および、プロセッサ８０３を含む様々なシステムコンポーネントをシステム８１
２に結合するシステムバス８１３を備えることができる。処理ユニット８０３が複数の場
合、システムはパラレルコンピューティングを利用することができる。１つの態様では、
プロセッサ８０３は作動信号をスマートメータに送信し、スマートメータのデバイスが接
続されている電気相にしたがってスマートメータから相識別子を受信するように構成され
る。
【００４３】
　システムバス８１３は、メモリバスまたはメモリコントローラ、周辺バス、アクセラレ
ーテッドグラフィックポート（Ａｃｃｅｌｅｒａｔｅｄ　Ｇｒａｐｈｉｃｓ　Ｐｏｒｔ）
、および任意の様々なバスアーキテクチャを使用するプロセッサまたは局所バスを含む、
複数の可能なバス構造型のうちの１つまたは複数を表す。例として、そのようなアーキテ
クチャは工業標準アーキテクチャ（ＩＳＡ）バス、マイクロチャンネルアーキテクチャ（
ＭＣＡ）バス、拡張ＩＳＡ（ＥＩＳＡ）バス、ビデオエレクトロニクス標準団体（ＶＥＳ
Ａ）局所バス、アクセラレーテッドグラフィックポート（ＡＧＰ）バス、および周辺コン
ポーネント相互接続（ＰＣＩ）、ＰＣＩ－Ｅｘｐｒｅｓｓバス、パーソナルコンピュータ
メモリカード工業会（ＰＣＭＣＩＡ）、ユニバーサルシリアルバス（ＵＳＢ）などを備え
ることができる。バス８１３およびこの説明の中で指定されるすべてのバスはまた、有線
または無線ネットワーク接続を介して実装されることが可能であり、プロセッサ８０３、
マスストレージデバイス８０４、オペレーティングシステム８０５、スイッチングソフト
ウェア８０６、相識別子データ８０７、ネットワークアダプタ８０８、システムメモリ８
１２、入力／出力インターフェース８１０、ディスプレイアダプタ８０９、ディスプレイ
デバイス８１１およびヒューマンマシンインターフェース８０２を含むそのサブシステム
の各々は、実際には完全分散型システムまたは分散型アーキテクチャを実装する、この形
態のバスを介して接続され、物理的に別々の位置にある１つまたは複数の遠隔コンピュー
ティングデバイスまたはクライアント８１４ａ、ｂ、ｃの中に含まれることが可能である
。
【００４４】
　コンピューティングデバイス１０８は典型的に、様々なコンピュータ可読媒体を備える
。例示的な可読媒体は、非一時的でコンピューティングデバイス１０８によるアクセスが
可能であり、限定ではなく、例えば揮発性と不揮発性の両方の媒体、リムーバブルと非リ
ムーバブルの両方の媒体を含む任意の利用可能な媒体であることが可能である。システム
メモリ８１２は、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）などの揮発性メモリ、および／また
は読み出し専用メモリ（ＲＯＭ）などの不揮発性メモリの形態のコンピュータ可読媒体を
備える。システムメモリ８１２は典型的に、相識別子データ８０７などのデータ、および
／または処理ユニット８０３に即座にアクセスすることができる、および／または処理ユ
ニット８０３によって現在操作されているオペレーティングシステム８０５およびスイッ
チングソフトウェア８０６などのプログラムモジュールを含む。
【００４５】
　他の態様では、コンピューティングデバイス１０８はまた、その他の非一時的な、リム
ーバブル／非リムーバブルの、揮発性／不揮発性コンピュータストレージ媒体を備えるこ
とができる。例として、図８は、コンピュータ符号、コンピュータ可読命令、データ構造
、プログラムモジュール、およびコンピューティングデバイス１０８のためのその他デー
タの不揮発性ストレージを提供することができるマスストレージデバイス８０４を示して
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いる。限定ではなく、例えば、マスストレージデバイス８０４はハードディスク、リムー
バブル磁気ディスク、リムーバブル光ディスク、磁気カセットまたはその他の磁気ストレ
ージデバイス、フラッシュメモリカード、ＣＤ－ＲＯＭ、デジタル多用途ディスク（ＤＶ
Ｄ）またはその他の光ストレージ、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、読み出し専用メ
モリ（ＲＯＭ）、電気的消去可能プログラム可能読み出し専用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ）な
どであることが可能である。
【００４６】
　適宜、例えばオペレーティングシステム８０５およびスイッチングソフトウェア８０６
を含めて、任意の数のプログラムモジュールがマスストレージデバイス６０４に保存され
ることが可能である。オペレーティングシステム８０５およびスイッチングソフトウェア
８０６（またはそれらの何らかの組み合わせ）の各々は、プログラミングおよびスイッチ
ングソフトウェア８０６の要素を備えることができる。相識別子データ８０７もまた、マ
スストレージデバイス８０４に保存されることが可能である。相識別子データ８０７は、
当技術分野で知られている１つまたは複数のデータベースのうちの任意のものに保存され
ることが可能である。そのようなデータベースの例は、ＤＢ２（登録商標）（ＩＢＭ社、
Ａｒｍｏｎｋ、ＮＹ）、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ（登録商標）アクセス、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ
（登録商標）ＳＱＬサーバ（Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ社、Ｂｅｌｌｅｖｕｅ、Ｗａｓｈｉｎｇ
ｔｏｎ）、Ｏｒａｃｌｅ（登録商標）（Ｏｒａｃｌｅ社、Ｒｅｄｗｏｏｄ　Ｓｈｏｒｅｓ
、Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）、ｍｙＳＱＬ、ＰｏｓｔｇｒｅＳＱＬなどを備える。データベ
ースは集中されるか、または多数のシステムに分散されることが可能である。
【００４７】
　他の態様では、ユーザはコマンドおよび情報を、入力デバイス（不図示）を介してコン
ピューティングデバイス１０８に入力することができる。そのような入力デバイスの例は
、限定されないが、キーボード、（例えばマウスなどの）ポインティングデバイス、マイ
ク、ジョイスティック、スキャナ、手袋およびその他の身体を覆うものなどの触覚入力デ
バイスなどを備える。これらおよびその他の入力デバイスは、システムバス８１３に結合
されたヒューマンマシンインターフェース８０２を介して処理ユニット８０３に接続され
ることが可能であるが、パラレルポート、ゲームポート、（Ｆｉｒｅｗｉｒｅポートとし
ても知られる）ＩＥＥＥ１３９４ポート、シリアルポートまたはユニバーサルシリアルバ
ス（ＵＳＢ）などのその他のインターフェースおよびバス構造によって接続されることが
可能である。
【００４８】
　さらに他の態様では、ディスプレイデバイス８１１はまた、ディスプレイアダプタ８０
９などのインターフェースを介して、システムバス８１３に接続されることが可能である
。コンピューティングデバイス１０８は複数のディスプレイアダプタ８０９を持つことが
可能であり、コンピューティングデバイス１０８は複数のディスプレイデバイス８１１を
持つことが可能であることが企図されている。例えば、ディスプレイデバイスはモニタ、
ＬＣＤ（液晶ディスプレイ）、またはプロジェクタであることが可能である。ディスプレ
イデバイス８１１に加えて、その他の出力周辺デバイスは、入力／出力インターフェース
８１０を介してコンピュータ８０１に接続されることが可能なスピーカ（不図示）および
プリンタ（不図示）などのコンポーネントを備えることができる。本方法の任意のステッ
プおよび／または結果は、任意の形式で出力デバイスに出力されることが可能である。そ
のような出力は、限定されないがテキスト、グラフィック、アニメーション、音声、触覚
などを含む任意の形式の視覚的表現であることが可能である。
【００４９】
　コンピューティングデバイス１０８は、１つまたは複数の遠隔コンピューティングデバ
イスまたはクライアント８１４ａ、ｂ、ｃへの論理接続を使用して、ネットワーク環境の
中で動作することができる。例として、遠隔コンピューティングデバイス８１４はパーソ
ナルコンピュータ、ポータブルコンピュータ、サーバ、ルータ、ネットワークコンピュー
タ、スマートメータ、供給元または製造業者のコンピューティングデバイス、スマートグ
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リッドコンポーネント、ピアデバイスまたはその他の共通ネットワークノードなどである
ことが可能である。コンピューティングデバイス１０８と遠隔コンピューティングデバイ
スまたはクライアント８１４ａ、ｂ、ｃの間の論理接続は、ローカルエリアネットワーク
（ＬＡＮ）および一般のワイドエリアネットワーク（ＷＡＮ）を介してなされることが可
能である。そのようなネットワーク接続は、ネットワークアダプタ６０８を介したもので
あることが可能である。ネットワークアダプタ８０８は、有線または無線の両方の環境で
実装されることが可能である。そのようなネットワーキング環境は、オフィス、企業規模
のコンピュータネットワーク、イントラネット、およびインターネットまたはＡＭＩネッ
トワークなどのその他のネットワーク８１５では慣習的で一般的なものである。
【００５０】
　例示を目的として、本明細書ではアプリケーションプログラム、およびオペレーティン
グシステム８０５などのその他の実行可能プログラムコンポーネントが個別のブロックと
して示されているが、そのようなプログラムおよびコンポーネントは、コンピューティン
グデバイス８０１の異なるストレージコンポーネントの中に異なる時間に存在し、コンピ
ュータのデータプロセッサによって実行されるということを認識されたい。スイッチング
ソフトウェア８０６の実装は、何らかの形式のコンピュータ可読媒体に保存される、また
はそれらの間で送信されることが可能である。開示される方法のうちの任意のものは、コ
ンピュータ可読媒体上で具体化されるコンピュータ可読命令によって実行されることが可
能である。コンピュータ可読媒体は、コンピュータによるアクセスが可能な任意の利用可
能媒体であることが可能である。限定ではなく、例として、コンピュータ可読媒体は、「
コンピュータストレージ媒体」および「通信媒体」を備えることができる。「コンピュー
タストレージ媒体」は、コンピュータ可読命令、データ構造、プログラムモジュールまた
はその他データなどの情報の保存のための任意の方法または技術の中で実装される揮発性
および不揮発性、リムーバブルおよび非リムーバブルの媒体を備える。例示的なコンピュ
ータストレージ媒体は、限定されないが、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、フラッシュメ
モリもしくはその他のメモリ技術、ＣＤ－ＲＯＭ、デジタル多用途ディスク（ＤＶＤ）も
しくはその他の光ストレージ、磁気カセット、磁気テープ、磁気ディスクストレージもし
くはその他の磁気ストレージデバイス、または所望の情報を保存するために使用されるこ
とが可能であり、コンピュータによるアクセスが可能な任意のその他媒体を備える。
【００５１】
　本方法およびシステムは、機械学習および反復学習などの人工知能技術を採用すること
ができる。そのような技術の例は、限定されないが、エキスパートシステム、ケースベー
ス推論、ベイシアンネットワーク、行動ベースのＡＩ、ニューラルネットワーク、ファジ
ーシステム、（例えば遺伝的アルゴリズムなどの）進化的コンピューテーション、（例え
ばアントアルゴリズム（ａｎｔ　ａｌｇｏｒｉｔｈｍｓ）などの）群知能、および（例え
ばニューラルネットワークを介して生成されるエキスパート推論ルール、または統計的学
習に由来する生産ルールなどの）ハイブリッドインテリジェントシステムを含む。
【００５２】
　上述のように、また当業者には理解されるように、本発明の実施形態はシステム、方法
またはコンピュータプログラム製品として構成されてもよい。したがって、本発明の実施
形態は完全なハードウェア、完全なソフトウェアまたはソフトウェアとハードウェアの任
意の組み合わせを含む様々な手段から構成されてもよい。さらに、本発明の実施形態は、
ストレージ媒体の中で具体化される（例えばコンピュータソフトウェアなどの）コンピュ
ータ可読プログラム命令を有するコンピュータ可読ストレージ媒体上でコンピュータプロ
グラム製品の形態をとってもよい。ハードディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、光ストレージデバイ
スまたは磁気ストレージデバイスを含めて、任意の適切な非一時的コンピュータ可読スト
レージ媒体が利用されてもよい。
【００５３】
　本発明の実施形態は、方法、装置（すなわちシステム）およびコンピュータプログラム
製品のブロック図および流れ図を参照して上で説明されてきた。ブロック図および流れ図
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の中の各ブロック、ならびにブロック図および流れ図の中のブロックの組み合わせは各々
、コンピュータプログラム命令を含む様々な手段によって実装されることが可能なことを
理解されたい。これらのコンピュータプログラム命令は、コンピュータまたはその他のプ
ログラム可能なデータ処理装置上で実行する命令が、流れ図のブロックの中で詳述される
機能を実施するための手段を作り出すように、汎用コンピュータ、専用コンピュータ、ま
たは図８を参照して上で論じた１つまたは複数のプロセッサ８０３もしくは図４の１つま
たは複数のプロセッサ４０４などのその他のプログラム可能データ処理装置にロードされ
て、マシンを作り出してもよい。
【００５４】
　コンピュータまたは（例えば図８の１つまたは複数のプロセッサ８０３、または図４の
１つまたは複数のプロセッサ４０４などの）その他のプログラム可能なデータ処理装置に
特定の仕方で機能するように指示することができる、これらのコンピュータプログラム命
令はまた、コンピュータ可読メモリの中に保存された命令が、流れ図のブロックの中で詳
述される機能を実施するためのコンピュータ可読命令を含む製造品を作り出すように、コ
ンピュータ可読メモリの中に保存されてもよい。このコンピュータプログラム命令はまた
、コンピュータまたはその他のプログラム可能な装置で実行する命令が、流れ図のブロッ
クの中で詳述される機能を実施するためのステップを提供するように、一連の運用ステッ
プがコンピュータまたはその他のプログラム可能な装置で実行され、コンピュータ実施プ
ロセスを作り出すようにするために、コンピュータまたはその他のプログラム可能なデー
タ処理装置にロードされてもよい。
【００５５】
　したがって、ブロック図および流れ図のブロックは、詳述された機能を実行するための
手段の組み合わせ、詳述された機能を実行するためのステップの組み合わせ、および詳述
された機能を実行するためのプログラム命令手段を支援する。また、ブロック図および流
れ図の各ブロック、ならびにブロック図および流れ図の中のブロックの組み合わせは、詳
述された機能もしくはステップを実行する専用ハードウェアベースのコンピュータシステ
ム、または専用ハードウェアとコンピュータ命令の組み合わせによって実施されることが
可能なことを理解されたい。
【００５６】
　別途明記しない限り、本明細書で言及する任意の方法が、特定の順序でそのステップを
実行することを必要とするものとして解釈されることは全く意図しない。したがって、方
法請求項が、そのステップが続く順序を実際に列挙していない場合、またはステップが特
定の順序に限定されるべきであることを請求項または説明の中で別途明確に述べていない
限り、いかなる点においても順序が推論されることは全く意図しない。このことは、ステ
ップまたは動作の流れの配置に関する論理の問題、文法的構成または句読点から派生する
明白な意味、本明細書で説明される実施形態の数または型を含めて、解釈についてのすべ
ての可能な非明示的な基準に適用される。
【００５７】
　本出願を通して、様々な出版物が参照されてもよい。本方法およびシステムが関与する
最先端技術をより完全に説明するために、これらの出版物の開示は、その全体が参照によ
り本出願に組み込まれる。
【００５８】
　本明細書で言及される発明の多くの変更形態およびその他の実施形態は、本発明のこれ
らの実施形態が上述の説明および関連の図面の中で示される教示の利益を有することに関
与する当業者に思い浮かぶであろう。したがって、本発明の実施形態は開示される特定の
実施形態に限定されず、その変更形態およびその他の実施形態は、添付の特許請求の範囲
内に含まれることが意図されることを理解されたい。さらに、上述の説明および関連の図
面は、要素および／または機能の特定の例示的な組み合わせの文脈の中で例示的な実施形
態を述べているが、添付の特許請求の範囲から逸脱することなく、代替実施形態によって
、要素および／または機能の異なる組み合わせが与えられてもよいことを理解されたい。
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これに関して、例えば、上で明示的に説明したもの以外の要素および／または機能の異な
る組み合わせもまた、添付の特許請求の範囲の一部に記載されてもよいように企図されて
いる。本明細書では特定の用語が用いられているが、それらは限定を目的とせずに、単に
一般的かつ記述的な意味で使用されている。
【符号の説明】
【００５９】
　１００　公益事業供給業者
　１０２　様々な負荷Ｌ1～Ｌn

　１０４　分配システム
　１０６　メータＭ1～Ｍn

　１０８　１つまたは複数のコンピューティングデバイス
　１１０　通信ネットワーク
　１１２　負荷制御リレー（ＬＣＲ）
　１１４　変圧器
　２０２　３相導体
　２０４　スイッチ
　２０６　メータの電子機器
　２０８　１つまたは複数の計器用変圧器（ＰＴ）
　２１０　１つまたは複数の変流器（ＣＴ）
　２１２　制御メカニズム
　２１４　別個の中性線
　３０２　負荷制御リレー（ＬＣＲ）
　４０２　メータ入力およびフィルタリングコンポーネント
　４０４　１つまたは複数のプロセッサ
　４０６　メモリ
　４０８　通信インターフェース
　４１０　ディスプレイ
　４１２　ユーザ入力インターフェース
　８０２　ヒューマンマシンインターフェース
　８０３　処理ユニット
　８０４　マスストレージデバイス
　８０５　オペレーティングシステム
　８０６　スイッチングソフトウェア
　８０７　相識別子データ
　８０８　ネットワークアダプタ
　８０９　ディスプレイアダプタ
　８１０　入力／出力インターフェース
　８１１　ディスプレイデバイス
　８１２　システムメモリ
　８１３　システムバス
　８１４　１つまたは複数の遠隔コンピューティングデバイスまたはクライアント
　８１５　ネットワーク
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